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Ⅰ．はじめに 




る全国平均の投票率は、18 歳が 51.28％、19 歳が














































190327_3rd_地域学論集15-3.indd   63 19/03/28   20:36

































































2014 年 11 月、選挙権年齢の引き下げ等を盛り込ん
だ公選法改正案を衆議院に提出した。このときは衆
議院の解散に伴い廃案となったが、解散総選挙の後、





















約 9 割の 176 の国・地域において選挙権を 18 歳ま
で（16歳および 17歳を含む）に認めている（表 1 参
照）。また、OECD に加盟している 34か国では、韓国
を除き、我が国を含めた 33か国で 18 歳まで選挙権
を認めている。韓国の選挙権年齢が 20 歳以上から























年度には 655 団体で、前年度の 215 件 4と比
べて約 3倍と急増している。18・19歳が初め
て選挙に参加した 2016 年度は 894 団体とさ
らに増加し、翌 2017 年度は、12 月末日まで
の実績と 1月から 3月までの見込みで 800団
体（最終的な実績はさらに多いと予想される）





1,652 校で、前年度の 70 校 6と比べ 20 倍以上の急
激な伸びを示している。その後も 2016 年度が 1,888





21 歳以上 8 か国 シンガポール、マレーシア等
20 歳以上 4 か国 台湾、カメルーン等
19 歳以上 1 か国 韓国
18 歳以上 167 か国 米国、英国、ドイツ、ロシア等
17 歳以上 3 か国 インドネシア、北朝鮮等
16 歳以上 6 か国 アルゼンチン、オーストリア等
不明・その他 10 か国
表１ 世界の選挙権年齢の現状［那須（2015）をもとに前田が作成］ 
※原典の一覧表には調査時期は明記されていないが、2015 年 11 月時
点でのデータと思われる。日本については「18 歳以上」に含まれ
ている。
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統一地方選では全国 12 の大学で、また 18 歳選挙権
が初めて施行された 2016 年の参院選では、大学等
（大学と短大、工業高等専門学校）で 98 ヵ所（『読








挙げると、前年の参院選で県内 3 市の 5つの高校で
投票所を設けた長崎県では、衆院選の際には 6 市町
の 13 高校で期日前投票所が設置された（『毎日新聞』
長崎版 2017 年 10 月 11 日）。この衆院選は投票時期








































































（※②以外については、2019年 1月 22日最終確認） 
 
①明るい選挙推進協会 「18 歳選挙権認知度調査」  
 調査期間  2015 年 6月 19日～6月 23日 
 調査方法  インターネット調査 
  調査対象  全国の 15 歳（中学生は含まない）
～24 歳の男女 







 調査期間  2015 年 11 月 4日～12 月 10 日 
 調査方法  郵送調査法 
 調査対象  全国の 18歳、19 歳の国民 
       ※2016 年 6 月時点 
  調査対象者数  住民基本台帳から層化無作為
2段抽出  
3000人（12 人×250 地点） 







 調査期間  2016 年 6月 15日～6月 20日 
 調査方法  インターネット調査 
  調査対象  全国の 15 歳（中学生は含まない）
～24歳の男女 







 調査期間  2016 年 7月 11日～7月 14日 
 調査方法  インターネット調査 
 調査対象  全国の 18歳から 24 歳の男女 






 調査期間  2016 年 9月 1 日～10 月 20日 
 調査方法  郵送調査法 
 調査対象  〔1〕全国の 18歳、19 歳の国民  
       〔2〕全国の 18歳以上の国民 
        ※共に 2016 年 6月末時点 
  調査対象者数  住民基本台帳からの層化無作
為 2段抽出 
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       〔1〕1200 人（12 人×100 地点） 
       〔2〕1200 人（6 人×200 地点） 
 有効回答数（率） 〔1〕655 人（54.6％） 








































































2015 年   
11 月～12 月
NHK
  問 23
③




















まったく良いことではない 4% 8% 3%
分からない／無回答 33% 33% 3% 22%






























































































※③7月 11 日時点で 18 歳以上の人数。
表３ 参院選前の投票参加意向 
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う結果になり、反対意見が多かった 10。では 18 歳選
挙権導入の前後において、若い有権者はどのように
考えていたのだろうか。自治省の調査結果も踏まえ
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④ 2016 年 7 月 明推協 問 14 (809 人) 
全体  18 歳  19 歳  20 歳  21歳  22 歳  23 歳  24 歳  
どの政党や候補者に投票すべきかわからなかったから  19% 19% 18% 18% 16% 19% 23% 17% 
選挙結果の影響がどのようにもたらすか不明だったから  7% 9% 4% 5% 4% 8% 9% 9% 
現在の居住地で、投票ができなかったから  23% 30% 29% 31% 24% 18% 19% 14% 
私一人の投票の有無で世の中は変わらないと思ったから  16% 9% 12% 13% 14% 25% 19% 19% 
政治をわからない者は投票しない方がいいと思ったから  11% 11% 12% 11% 6% 11% 12% 13% 
今の政治を変える必要がないと思ったから  3% 2% 2% 3% 4% 1% 6% 2% 
選挙によって政治は良くならないと思ったから  13% 11% 13% 9% 13% 12% 16% 16% 
選挙にあまり関心がなかったから  26% 20% 26% 22% 27% 29% 30% 28% 
面倒だったから  29% 23% 23% 29% 28% 28% 34% 39% 
その他  14% 18% 17% 12% 13% 16% 9% 14% 










20 歳以上  
(200 人) 
政治には関心がないから  3% 1% 
政治に失望したから  1% 2% 
政治についてよくわからないから  6% 2% 




投票したい候補者や政党がなかったから  2% 6% 
投票に行くのが面倒だったから  2% 2% 
投票に行く時間がなかったから  10% 6% 
身体の具合が悪かったから  1% 3% 
住民票を移していなかったから  8% 0% 
選挙権がなかったから  1% 0% 
その他  1% 0% 
無回答  1% 0% 





















































































2016 年  





20 歳以上  
 
 非常に関心がある  12% 13% 14% 25％  
 ある程度関心がある  40% 39% 42% 52％  
 あまり関心がない  26% 24% 32% 16％  
 まったく関心がない  11% 11% 10% 5％  
 無回答  11% 13% 2% 3％  
表５ 国政への関心度 
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その他  0％ 
わからない  8％ 
 









あてはまる  59％ 24％ 51％ 
あてはまらない  22％ 63％ 35％ 
わからない  18％ 13％ 14％ 
    
 



















受けたもの  40％ 13％ 12％ 17％ 4％ 3％ 



















受けたもの  2％ 2％ 4％ 1％ 51％ 
参考になったもの  1％ 1％ 2％ 0％ 64％ 
 
⑤ 
2016 年  




国会や選挙制度の仕組み  73％  
投票の仕方  37％  
選挙の大切さ  47％  
模擬投票  13％  
身近な課題について議論  15％  
政治課題についての議論  11％   
政治課題についての政党の考え  7％  
その他  0％  
どのようなことを学んだか覚えていない  10％  
選挙について学ばなかった  6％  
無回答  1％  
表６ 主権者教育の受講状況等 
※①小学校から高校までの授業で、政治や選挙について学んだことがあるとした人数。























































































2015 年   













知っていた  48％ 36％ 43％ 
知らなかった  51％ 64％ 57％ 
無回答  1％   
    
表７ 選挙時の居住要件に関する知識 
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移している  7％ 
   
26％ 30％ 72％ 76％ 
移していない  41％ 63％ 62％ 16％ 15％ 
わからない  52％ 10％ 8％ 12％ 8％ 
       
 
② 
2015 年   













ある 43％ 53％ 43％ 
ない 56％ 40％ 45％ 
無回答／  
わからない  































































③ 2016 年 6 月 明推協  














 行く 73％ 39％ 19％ 10％ 7％ 
 たぶん行くと思う  18％ 38％ 35％ 20％ 20％ 
 たぶん行かないと思う  4％ 17％ 35％ 30％ 24％ 
 行かない  4％ 6％ 12％ 40％ 49％ 
 
 
⑤ 2016 年 9 月～10 月 NHK 









65％ 42％ 56％ 
    
表１０ 国政への関心度と投票参加（意向）のクロスデータ 
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この調査は 18歳から 24 歳までを調査対象として



























行く 41% 33% 33% 23% 
たぶん行くと思う  40% 42% 40% 36% 
たぶん行かないと思う  18% 15% 15% 21% 
行かない  1% 11% 13% 21% 
18・19 歳  







投票に行った  60% 65% 53% 
投票に行かなかった  40% 35% 47% 







投票に行った  51% 55% 48% 
投票に行かなかった  49% 45% 52% 
    
 









投票に行った  65% 34% 20% 





















が、18 歳と 19 歳の大きな違いは、有権者の中に高
校 3 年生が含まれるかどうか、という点にある。18
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た高知県の 30.93％をはじめ中四国の 9 県全てと九
州の 4県（長崎、熊本、宮崎、鹿児島）、および青森
















まず、2 つの選挙ごとに、18 歳と 19 歳の投票率の
関係がどうであったかを見ていく。図 4 は、左側が










にあるように、19 歳の投票率については R2 乗値は
およそ 0.77 となり、一定の相関があると言える。
さらに、参院選の 18 歳投票率と衆院選の 19 歳投
票率、ならびに参院選の 19 歳投票率と衆院選の 18
歳投票率の相関を見たものが、図 6 である。参院選
は 2016 年 7月に行われ、衆院選の実施はその 1 年 3
か月後であったため、参院選時の 18 歳の有権者は、










以上のように、図 4～図 6 に示した散布図から読
み取れるのは、「参院選 18歳」「参院選 19 歳」「衆院
























7 月 10 日だったのに対して 2017 年衆院選の投票日









図６ 各選挙間での 18 歳と 19 歳の投票率間の相関 
図４ 各選挙における 18 歳および 19 歳の投票率間の相関 
図５ 18 歳および 19 歳の投票率に関する各選挙間の相関 
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例えば、4 年に 1 度行われる統一地方選は 4 月の





































3 月末までの約 2 年半の間に、124 件の事例がある。
それ以降の投票事例も含めると、2011 年 8 月までに
延べ 131 市町村で、10 代の有権者が合併の是非をめ
ぐる住民投票を経験している。詳細は塩沢（2018）を
参照。 






3 この調査は、全国の選挙管理委員会 1,963 団体（都
道府県 47 団体、指定都市 20 団体および行政区 175
機関、指定都市を除く市区町村 1,721 団体）を対象
に、2016 年度および 2017 年度を調査対象期間とし
て実施されたものである。2015 年度のデータは、前
回調査（2016 年 12 月）によるものである。なお、
2017 年度については、12 月末日までの実績と 1 月か
ら 3 月までの見込みを合わせたものである。 
URL：
http://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/
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2019 年は 4月に統一地方選、7 月に参院選が行わ
れる「選挙イヤー」である。後者に関して言えば、
本稿の冒頭でも述べたように、10 代が投票参加でき
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URL：
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（『毎日新聞』2017 年 3 月 13 日；『沖縄タイムス』
2017 年 10 月 19 日；『東京新聞』2018 年 3 月 6 日）。 

















16 なお、総務省の抽出調査データで 20 代における投票
率の変動を 1 歳刻みで見てみると、参院選から衆院
選にかけての投票率の変動は、20 歳がマイナス 5 ポ
イント余り、21 歳がマイナス 3 ポイント余りで、そ























いたところを 3 月 25 日に投票日を前倒しした。しか
しながら、選挙戦そのものが無風選挙で市民の関心
も低調だったことから、市全体の投票率も 31.51％ま











数に 2 を掛けた値で割った数値。2019 年の統一地方
選における統一率は 2018 年 12 月 1 日現在で 27.2％
となる見込みである。前回 2015 年の統一率は 27.5％
であった。 































―」『放送研究と調査』第 67 巻第 4 号，pp.20-43 
牧之内隆久（2016）「18歳選挙権と主権者教育を巡る問題」
『選挙研究』第 32 巻第 2 号，pp.56-61. 
那須俊貴（2015）「諸外国の選挙権年齢及び被選挙権年齢」
『レファレンス』No.779，pp.145-153. 
塩沢健一(2018) 「『18 歳選挙権』導入の効果と今後 ―地
方レベルにおける住民投票の経験を踏まえて―」三船
毅編著『政治的空間における有権者・政党・政策』中
央大学出版部，第 3 章；pp.67-99. 
菅原琢（2015）「政治を変える好機となる 18 歳選挙権」『都
市問題』2015 年 9 月号，pp.4-10.
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